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論 文 内 容 の 要 旨
Ⅰ　本論文の目的、および、研究手法
　本論文は、私人の契約内容形成や権利行使の制限に際して民法における比例原則がどのように適用され、
いかなる機能を果たすのかを解明することを目的とする。
　比例原則とは、わが国では主として公法領域の中で論じられてきた概念である。公法は、国家と私人との
関係を規律し、国家の権力を制約することを主たる目的としており、ここでの比例原則は、国家による私人
の権利侵害を制限するために機能してきた。これに対して、近時のわが国における私法上の議論では、履行
請求権の排除、過大な保証の制限、または催告解除の抗弁事由としての軽微性判断の場合など、私法の領域
においても比例原則の採用可能性を指摘する見解が散見される。ここでの比例原則は、一方の私人による他
方の私人に対する契約内容の形成や権利行使の制限に用いられているとみることができる。もっとも、私法
では私人間の権利義務関係を規律し、契約の内容形成や権利行使は当事者の自由に委ねられるのが原則であ
ることから、私法における比例原則は、公法におけるそれとは異なる可能性がある。それにもかかわらず、
そもそも私法において比例原則がどのような内容を有し、どのように機能するのかという根本的な問いは、
十分には解明されていない状況にある。本論文は、この問いに答えるべく、①議論の蓄積のあるドイツ法を
手がかりにして、従来のわが国の学説のように個々の事例群に限定した議論ではなく、私法における比例原
則の一般理論を解明すること、とくに比例原則の下位原則とされる「適合性の原則」、「必要性の原則」、「均
衡性の原則」それぞれの私法上の意義を解明すること、そして、②その一般理論との関係を踏まえつつ、約
款規制、債務者の過大な負担を理由とする履行拒絶、軽微な義務違反に基づく解除といった、契約における
中心的な事例群において、比例原則がどのように具体化されているのかを、日独それぞれについて分析する
ことによって、わが国の契約法における比例原則の意義について示唆を得ようとするものである。
Ⅱ　本論文の概要
１　叙述の順序
　本論文は、第１章で上記の課題を設定したのち、第２章以下においてドイツ法の分析を行う。まず第２章
では、ドイツにおける私法上の比例原則の一般理論を構築する学説の見解を詳細に整理し、同原則がいかな
る概念として理解されているのかを確認する。第３章以下では、この比例原則の一般理論を踏まえて、約款
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条項の不当性判断（第３章）、給付拒絶（第４章）、契約の解除権の制限（第５章）の各場面において、比例
原則がどのように具体化され、いかなる機能を果たしているのかを検討する。そして、第６章では、以上の
ドイツ法の議論を総括したうえで（第１節）、第３章から第５章まで検討した事例群について、わが国でも
比例原則を採用することができることを示し、もってわが国の契約法における比例原則の意義について示唆
を得ることを試みる（第２節）。
２　ドイツにおける私法上の比例原則の一般法理（第２章）
　第２章は、ドイツにおける比例原則の生成と憲法や労働領域への展開を確認したうえで、私法上の比例原
則の一般法理を検討する学説を客観的かつ詳細に整理する。その結果、私法においては、①適合性の原則を
重視しない見解が多数であること、②比例原則の理論的基礎を信義則に求める見解が多数であること、③均
衡性の原則に関して、たんに対立する利益や法益を衡量する原則として捉える立場と、それを超えて、義務
違反・過失とそれに対する法的効果・制裁との関係、債権者の利益と債務者の不利益、目的と手段との関係
が不相当・不均衡であってはならないという意味をも有する立場とが対立していること、④必要性の原則に
関して、目的を達成するために複数の手段がある場合に相手方を最も侵害しない手段またはより緩やかな手
段であることを求める原則とみて、その適用を肯定する見解が多数であること、を示す。
３　ドイツにおける契約の主要場面の具体的検討（第３章～第５章）
　第２章で明らかにした比例原則の一般法理を踏まえて、第３章以下は、契約の主要場面で比例原則がどの
ように具体化され、いかなる意義・機能を有しているのかを検討する。
　第３章は、契約締結の一場面として、約款条項の不当性判断について検討する。ドイツでは、BGB307条
１項により、約款使用者がその相手方の利害を顧慮することなく、自己の利益のみを追求し、相手方を不相
当に不利に扱う約款条項は、信義則に反して無効とされる。判例および学説は、不当性判断において、約款
使用者の利益とそれに対する相手方の不利益との関係を衡量し、相手方に対する義務違反や過失の程度とそ
れに対する制裁の重大さとの関係が衡量され、軽過失に対して極めて重大な制裁を付与する約款条項が無効
となると解する。さらに進んで学説では、「義務違反の程度に対して過大な制裁であるか否か」という基準と、
「約款使用者が目的を達成するために相手方に不利益の少ない代替手段があるか」という基準とが用いられ
ると解する見解が有力であるところ、本論文は、前者は均衡性の原則から、後者は必要性の原則から導き出
すことができることを示し、比例原則は、BGB307条１項の「不相当に相手方を不利益に扱う」という不明
確な一般条項を明確化させる機能を有すると評価できると説く。また、代替手段の存否という基準は、信義
則に基づく配慮義務から説明しうると述べる。
　第４章は、契約の履行過程の一場面として、給付に過大な負担を要することに基づく債務者の給付拒絶に
ついて検討する。2002年の債務法改正前の判例によれば、権利者の請求は、「不均衡で合理的には期待不可
能な負担の下でのみその請求に応じうる場合には権利濫用」にあたると解されており、この判例法理をもと
に、履行請求権に対する債務者の給付拒絶に関する規定（BGB275条２項）、および、買主や注文者の追完
請求権に対する売主・請負人の追完拒絶に関する規定（BGB439条４項・635条３項）が新設・改正された。
これらの給付拒絶の位置づけや正当化根拠に関して、比例原則に言及する見解があったものの、詳細な議論
がなされておらず、同原則の意義や機能が不明確であった。そこで、本論文は、比例原則の一般法理を踏ま
えて、給付拒絶における比例原則の意義・機能を検討する。まず、給付拒絶の可否を判断する際、債権者の
利益と債務者の不利益とを衡量することが多数説であるところ、均衡性の原則が反映されていると評価する。
次に、同じく給付拒絶の可否を判断する際、債権者の給付利益が代金減額や解除といった他の手段で満足し
うる否かという要素を考慮する判例および学説を指摘し、必要性の原則から説明できると説く。そのうえで、
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給付拒絶の一般規定が存在しなかった債務法改正前では、比例原則が給付拒絶の判断枠組みを明確化したこ
とによって、給付拒絶の規定が形成されるに至ったと評価する。また、給付拒絶が正当化される理由を、債
権者の権利行使が信義則に基づく債務者への配慮義務に違反することに求め、比例原則は、信義則に基づく
配慮義務違反を判断するための基準として機能すると説く。
　第５章は、契約の終了過程の一場面として、売主の契約に適合しない給付が軽微であるときに買主の解
除権を制限する旨を定めるBGB323条５項２文について検討する。本論文は、同条の議論から、比例原則が、
①必要性の原則から、契約に適合しない給付に対する救済手段としての解除とその他の救済手段とを比較す
る場面と、②均衡性の原則から、軽微な義務違反に対して過大な法的効果・制裁としての側面を持つ解除権
の行使を排除する場面の２つの場面で解除権の制限に作用していることを明らかにした。そのうえで、均衡
性の原則は、たんに対立する利益や法益を衡量するのではなく、些細な義務違反や過失に対して過大な法的
効果や制裁を加えてはならないという考え方として具現化されたものと捉えるべきであり、比例原則は、義
務違反の程度と制裁の重大性を衡量することで、同条の「軽微性」の判断を明確にする機能を有すると説く。
４　ドイツ法の議論のまとめ、および、日本法の検討（第６章）
　第６章は、以上のドイツ法の議論を総括したうえで、わが国の契約法において比例原則を採用しうるかに
ついて検討する。
　まず、ドイツ法の議論の総括として、①ドイツにおける私法上の比例原則が、義務違反・過失とそれに対
する法的効果・制裁との関係、債権者の利益と債務者の不利益、目的と手段との関係が不相当・不均衡であっ
てはならないという意味での均衡性の原則と、目的を達成するために複数の手段がある場合に相手方に不利
益の少ない代替手段があってはならないという意味での必要性の原則から構成されるものであること、②約
款条項や給付拒絶においては信義則の判断基準を明確化する機能を有し、解除権の制限においては、軽微性
の判断基準を明確にするだけでなく、BGB323条５項２文という規範形成に際しても影響を与えていること
を指摘する。
　次に、わが国においてもドイツ法と同様の個別場面において比例原則の採用可能性があるか否かを検討す
る。約款条項の不当性判断について、消費者契約法10条や定型約款に関する改正民法548条の２第２項にお
ける信義則違反の基準として、「義務違反に対して過大な制裁を加えてはならない」とする均衡性の原則や「約
款使用者の相手方に不利益の少ない手段の存在を考慮しなければならない」とする必要性の原則が採用され
る可能性を示す。履行不能について、改正民法412条の２第１項に基づき「契約その他の債務法発生原因及
び取引上の社会通念に照らして不能」であると判断するにあたり、債権者の給付から得る利益に比べて債務
者に過大な費用である場合には、不能であるとの判断には均衡性の原則が妥当すること、さらに、そのよう
な著しい不均衡がある場合には、債権者は損害賠償によって満足すべきとする学説の一部の主張は、必要性
の原則により基礎づけることができることを説く。解除権の制限について、改正民法541条ただし書に基づく、
債務の不履行が「その契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは」契約を解除できないとの規
範には、均衡性の原則が妥当しており、さらに、債務不履行が軽微な場合には、債権者は損害賠償その他の
救済手段で満足すべきとする見解は必要性の原則により基礎づけることができると説く。
　最後に、本論文は、これら３つの場面の検討を通じて、均衡性の原則と必要性の原則からなる比例原則は、
契約内容形成や権利行使の制限に際して、信義則や不能などの一般条項の解釈の明確化や規範の形成に作用
する機能を有すると評価し、わが国の契約法においても比例原則の一般理論を構築しうる可能性があること
を説く。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
Ⅰ　審査経過
　本論文は、2018年11月29日に、申請者山田孝紀氏より博士学位申請論文として提出され、同年12月５日の
法学研究科委員会にて審査手続を開始することが了承された。その後、2019年２月13日に、本学学位規定等
に基づき、学内に広く公示・予告した公開審査会の場において、審査委員３名による口頭試問による最終試
験が実施された。
Ⅱ　審査要旨
　わが国では、契約または契約中の特約の有効性や、契約または法律に基づいて認められるはずの権利行使
の可否について、横断的な検討がなされてきたとは言い難い状況にある。本論文は、このようなわが国の状
況を前にして、私法における比例原則に関して議論の蓄積のあるドイツ法を分析し、これにより獲得した知
見をもとに、わが国でも比例原則の適用があると一部の学説で主張されている問題を再検討し、比例原則の
機能の解明を試みたものである。本論文は、この問題に関する端緒を与えるものであり、その内容と手法に
おいて、独創性・新規性に富む研究成果であると評価できる。
　本論文が、ドイツ法の分析を通じて、公法における比例原則と私法とくに契約法における比例原則とは、
前者が国家の権力行使を制限するための原則であるのに対し、後者は契約当事者間における権利行使を制限
するための原則であることを明確に示したうえで、前者で主張されている３つの下位原則（適合性の原則・
必要性の原則・均衡性の原則）を無批判に契約法に転用すべきではなく、後者独自の意義を解明する必要性
を明らかにした点は、まずもって高く評価されるべきである。そのうえで、本論文は、①契約法では、必要
性の原則と均衡性の原則が適用されること、②前者については、公法におけるそれと異なり、均衡性の原則
による衡量の結果、現に使用している手段が相手方に過大な不利益をもたらすことが認められる場合には、
より緩やかな手段を使用すべきとの原則と解すべきこと、③後者については、たんに対立する利益や法益を
衡量するという意味を越えて、義務違反や過失とそれに対する法的効果・対応との関係、目的と手段との関
係が不均衡・不相当であってはならないという意味も含むものと解すべきこと、④これら両原則が、わが国
でいうところの、約款規制における「消費者（相手方）の利益を一方的に害すること」、債務者の過大な負
担が必要な履行における「不能」、解除における「軽微性」といった規範的要件を具体化する機能を有する
と解されること、⑤これら両原則が、信義則上の配慮義務または当事者間の格差是正により基礎づけられる
ことを示した。本論文が示した契約法における比例原則の具体的内容は、この領域における学界の水準を格
段に高めるのみならず、個別の問題解決の妥当性を理論的に担保するものとして有益なものとなっている。
また、均衡性の原則において義務違反や過失が問題とされているとおり、不法行為法においても比例原則が
妥当する可能性を容易に認めることができ、本論文は、わが国の民法学の発展に寄与するところが大きいと
評価できる。さらに、本論文は、このような結論を導くにあたり、百花繚乱の様相を呈するドイツ法の議論
を、比例原則の３つの下位原則が契約法においてどのように作用するのかという観点から、その萌芽期の学
説から現在の議論に至るまで精緻に分析したうえで、そのような分析から一般理論、すなわち均衡性の原則
ならびに必要性の原則の内容、および、比例原則の機能を析出し、それらを日独における個々の事例群の検
討において一貫して用いている。検討された事例群は必ずしも網羅的とはいえないものの、本論文の価値は
非常に高いものと評価できる。
　以上より、本審査委員会は、本研究科の「課程博士に関する内規」にあるとおり、本論文が「研究者とし
て期待される独創的な研究成果」に該当し、博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであると認め、
全員一致で論文審査について合格と判断した。
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　また、最終試験では、本論文で詳細には検討されなかった、過大な保証や暴利行為、損害軽減義務などに
ついて質疑応答があり、申請者から、今後の研究方針も含めて適切な回答がなされ、本論文で主張されたこ
とが広く契約法一般に妥当するものとなりうる可能性を感じさせるものであった。したがって、本審査委員
会は、学位規定にあるとおり、申請者が、「研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力
及びその基礎となる豊かな学識を有することを確認」し、全員一致で最終試験についても合格と判断した。
